
平成２４年度豊川市役所地球温暖化対策実行計画の進捗状況(報告)

平成２５年９月

環境部環境課

　市は、豊川市環境基本計画に基づき、事業者の立場から平成２３年２月に豊川市

役所地球温暖化対策実行計画を策定し、環境負荷の低減と地球温暖化防止に向けて、

温室効果ガスの総排出量の削減に取組んでいます。

　計画の期間は、平成２２年度から平成２６年度までの５年間で、温室効果ガスの

総排出量を毎年、平成２１年度数値に対して１％ずつ削減していくことを目標とし

ています。

　さらに、個々の職員が率先して取り組むべき環境行動を「豊川市役所エコ・アク

ション」と位置づけ、職員研修等を積極的に実施し、環境モラルの向上による地球

温暖化防止に取り組みました。

＜数値目標＞

　●温室効果ガスの総排出量に関する目標

　　※温室効果ガス：二酸化炭素・メタン・一酸化二窒素・代替フロン等３ガス

　　※清掃工場で使用するコークス燃料と廃棄物の焼却から排出される温室効果ガスは除く　　

項　　目
基準年度

（平成２１年度）

目標年度

（平成２６年度）
増減率

温室効果ガス総排出量(t-CO2) ２６,８７６ ２５,５３２ －５％

　●具体的取り組みに関する目標

項　　目
基準年度

（平成２１年度）

目標年度

（平成２６年度）
増減率

電気使用量(kWh) ３７,３３４,７０６ ３５,４６７,９００ －５％

公用車燃料使用量(ℓ) ２１３,６７２ １９２,３００ －１０％

公用車走行距離(㎞) １,６７３,６５７ １,６７３,６００ ０％

燃料(自動車を除く)使用量(ℓ)

ガソリン・灯油・軽油・Ａ重油
１,６２３,８２４ １,５４２,６００ －５％

ＬＰＧ・都市ガス（㎥） ５６９,６８１ ５４１,１００ －５％

水道使用量（㎥） ５０２,０５９ ４７６,９００ －５％

用紙購入量（Ａ４換算〆） ７５,３８５ ７１,６００ －５％
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１　平成２４年度の取組み結果

　温室効果ガスの総排出量は基準年度比で 3.4 ％減少し、目標を達成しています。

排出量が減少した主な要因は、温室効果ガスの排出原因の75.9％を占める電気使用

量が、基準年度比で 4.9 ％減少したためです。（ P.3 「●温室効果ガス排出量の項

目別割合」及び P.4 「●項目別エネルギー使用量」参照）

　施設別に内訳を見ると、事務所系施設では全項目で目標を達成していますが、事

業所系施設及び市民利用系施設では未達成の項目が多くあります。（ P.4 「●施設

別エネルギー使用量基準年度比」参照）

〔電気使用量〕

　温室効果ガス排出の要因として最も大きい割合を占める電気使用量については、

夏季及び冬季における節電対策の強化や省エネ機器の導入等により、全体では基準

年度比 4.9 ％減少しています。特に事務所系施設では削減幅が23.7％と大きく、一

方で市民利用系施設では削減幅が 1.0 ％と目標未達成となっています。（別紙１参

照）

〔公用車燃料使用量・走行距離〕

　全体で燃料使用量が基準年度比 3.5 ％増加し、走行距離が 0.4 ％増加したため、

目標は未達成となっています。全体の平均燃費は、基準年度比の 7.8km/L から

7.6km/L と悪化していますが、事務所系施設が所有する公用車の平均燃費は、基準

年度比の10.2km/Lから 10.3km/Lと向上しています。（別紙２参照）

〔燃料・ガス使用量〕

　一部施設では、冬季の電気使用量抑制のため電気ストーブから石油ストーブに切

り替えた結果、灯油の使用量が増加しています。（別紙３・４参照）

〔水道使用量〕

　水道使用量については、全体で 4.0 ％増加していますが、事務所系施設では

20.6％減少しています。（別紙５参照）

　

〔用紙購入量〕

　用紙購入量は16.8％増加しています。
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 ●温室効果ガスの総排出量

項　　目
基準年度

（２１年度）
平成２３年度 平成２４年度 基準年度比

温室効果ガス総排出量

(t-CO2)
２６,８７６ ２５,９５８ ２５,９６７ △３.４％

　●温室効果ガス排出量の項目別割合（平成２４年度）

項　目
温室効果ガス

排出量(t-CO2)

電気使用量 １９,７０３

Ａ重油 ４,０４１

都市ガス １,１５３

ガソリン ３８４

灯油 ３０６

その他 ３８０
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　●項目別エネルギー使用量

項　　目
基準年度

（２１年度）
平成２３年度 平成２４年度 基準年度比

電気使用量(kWh) 37,334,706 35,936,935 35,501,723 △4.9％

公用車燃料使用量(ℓ) 213,348 214,014 220,766 3.5％

公用車走行距離(㎞) 1,673,657 1,682,964 1,679,703 0.4％

燃料(自動車を除く)使用量(ℓ)

ガソリン・灯油・軽油・Ａ重油 1,623,824 1,540,648 1,629,205 0.3％

ＬＰＧ・都市ガス（㎥） 569,681 601,754 603,713 6.0％

水道使用量（㎥） 502,059 534,826 522,109 4.0％

用紙購入量（Ａ４換算〆） 75,385 83,069 88,072 16.8％

　●施設別エネルギー使用量基準年度比

項　　目 基準年度比 事務所系施設 事業所系施設 市民利用系施設

電気使用量(kWh) △４．９％ △２３．７％ △４．４％ △１．０％

公用車燃料使用量(ℓ) ３．５％
平成22年度の組織改革の際に公用車の配置の大幅な

見直しを行い、内訳は参考にならないため省略

公用車走行距離(㎞) ０．４％ △３．６％ １．６％ ３１．６％

燃料(自動車を除く)使用量(ℓ)

ガソリン・灯油・軽油・Ａ重油
０．３％ △２０．０％ △０．４％ ２１．７％

ＬＰＧ・都市ガス（㎥） ６．０％ △３．９％ ９．２％ ５．４％

水道使用量（㎥） ４．０％ △２０．６％ ２．３％ ６．６％

用紙購入量（Ａ４換算〆） １６．８％ 施設別の内訳は、把握が困難なため未算出

　※色凡例

目標達成 目標未達成

　●施設別エネルギー使用量の詳細（別紙１～５）
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２　「エコ・アクション」の取組み状況

　全職員が、チェックシートにより「エコ・アクション」の取り組み状況を確認し、

各職場の実行委員が評価を取りまとめました。「個人のエコ・アクション」１５項

目と、「職場のエコ・アクション」５項目の結果は、下記の通りです。

　節電・節水、燃料、ごみ減量に関する全項目について、前回調査時に比べポイン

トが上昇しています。

　●各課採点集計表

項　　　　目
２２年度 ２ ４ 年 度

年平均 年平均 上半期 下半期

　

　　

節

　　

水

・

節

　

電

個

人

の

エ

コ

・

ア

ク

シ

ョ

ン

①不要な証明の消灯 ４．１ ４．６ ４．５ ４．６

②ＯＡ機器の節電 ３．８ ４．３ ４．３ ４．２

③退庁時などの待機電力の削減 ４．２ ４．６ ４．５ ４．６

④クールビズ・ウォームビズの実践 ４．４ ４．８ ４．８ ４．８

⑤階段の積極的な使用 ４．８ ４．９ ４．９ ４．９

⑥時間外勤務の縮減 ４．０ ４．２ ４．２ ４．２

⑦マイポットの持参 ３．３ ４．４ ４．３ ４．５

⑧手洗い・トイレ等での節水の励行 ４．３ ４．７ ４．６ ４．７

職

場

⑨電気ポットの節電 ４．０ ４．７ ４．６ ４．７

⑩空調の温度管理 ４．２ ４．６ ４．７ ４．５

燃

料

個

人

⑪エコドライブの実施 ３．９ ４．４ ４．３ ４．４

⑫近距離の徒歩移動・相乗り実施 ３．７ ４．２ ４．１ ４．２

　

ご

み

減

量

個

人

⑬両面印刷・「2in1」機能の活用 ３．８ ４．２ ４．１ ４．２

⑭必要部数のみの印刷 ４．０ ４．３ ４．３ ４．３

⑮庁内ＬＡＮ・Ｅメールの活用 ４．２ ４．５ ４．４ ４．５

⑯使用済用紙の裏面利用 ３．７ ４．１ ４．０ ４．１

⑰使用済封筒の再利用 ４．３ ４．６ ４．５ ４．６

職

場

⑱ごみ箱の1箇所設置 ２．８ ４．２ ４．１ ４．３

⑲雑古紙・缶等の分別徹底 ４．６ ４．９ ４．８ ４．９

⑳再生利用品の優先購入 ４．３ ４．６ ４．５ ４．６

 　※色凡例：赤色は４．０未満
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＜採点基準＞

点　数 内　　　　容

５ 確実に実行している（100％）

４ ほぼ確実に実行している（80％）

３ だいたい実行している（50％）

２ あまり実行していない（50％未満）

１ 実行していない

－ 該当しない

●各課の評価結果

評価点 ２２年度下半期 ２４年度上半期 ２４年度下半期

Ａ ２３課 ３７．７％ ５０課 ８３．３％ ５７課 ９５．０％

Ｂ ２０課 ３２．８％ 　５課 ８．３％ 　０課 ０．０％

Ｃ １８課 ２９．５％ 　５課 ８．３％ 　３課 ５．０％

＜採点基準＞

評価点 評価基準

Ａ 全項目が３点以上で４点以上の項目が８以上の場合

Ｂ ＡまたはＣ以外の場合

Ｃ ２点以下の項目が１つでもある場合
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３　目標達成に向けて

　市役所地球温暖化対策実行計画に基づく環境負荷を低減するための取り組みによ

り、各項目ごとに効果の出ている施設も見られましたが、多くの施設において引き

続き一層の取り組みが必要です。

　特に、多くの項目で目標が未達成となっている市民利用系施設については、利用

頻度とエネルギー使用量が相関関係にあるため、利用者への啓発活動を行うととも

に、サービスの向上を図りながらの取り組みを再度検討する必要があります。

　各項目の取り組み方針は、次のとおりです。

○電気使用量の削減

　今後、更新予定の公共施設について、太陽光発電システムの導入や高効率照明

への取り替え等、ハード面での改善を検討します。

　また、不要な照明の消灯、ＯＡ機器の節電、待機電力の削減、マイポット持参

の推進による電気ポットの廃止等、電気使用量の削減に向けて一層の取り組みを

推進します。

○公用車燃料使用量の削減

　エコドライブの推進を図るとともに、低燃費かつ低排出ガス認定車の導入を進

め、燃料使用量の削減と燃費向上を図ります。

○燃料・ガス使用量の削減

　　設備の空調は外気温に影響を受けやすく、また、施設の故障等により使用量が

増加するケースが散見されるため、施設の適切なメンテナンスを行うと共に、更

新時には、省エネルギー型設備の導入を検討します。

○水道使用量の削減

　事務所系施設の多くで削減効果が見られますが、特に市民利用系施設では増加

しています。蛇口をこまめにしめるなど、市民に対して節水への協力を地道に呼

びかけていきます。

○用紙使用量の削減

　用紙購入量が増加しているため、両面印刷・「２ｉｎ１」機能の活用や、使用

済み用紙の裏面利用、必要部数のみの印刷を再度徹底します。また、庁内ＬＡＮ

の有効活用によるペーパーレス化を推進し、用紙使用量の削減を図ります。
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○ごみの減量

　ごみの量を量ることが不可能なため、購入したごみ袋の枚数を算出しています

（市民病院を除く）。隔年で一括購入しているケースや、一部周辺地域の清掃等

に使用されているケースもありますので、数値は参考程度に活用しています。

項　　目
基準年度

（２１年度）
平成２３年度 平成２４年度 基準年度比

ごみ袋の購入量（枚） ８５,３１０ ９４,７２０ １００,７６０ １８．１％

　　職場では、自席のごみ箱を撤去して、課で原則１箇所の設置とする他、リサイ

　クル・資源分別の徹底によりごみの減量を図ります。また、個人で持ち込んだ

　ごみは、家庭へ持ち帰るよう推進します。

○その他

　２４年度には、計画に基づき、職員を対象にエコドライブ研修会（１回）、推

進員等を対象に職員研修会（１回）を実施するなど、職員の意識啓発に努めまし

た。今後も、積極的に職員研修を実施し、各課の推進員を通じて職員の環境行動

の推進を図ります。
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